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主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 当社の主要株主である筆頭株主の異動が生じることとなりましたので、下記の通りお

知らせいたします。 

記 

1．異動が生じる経緯 

2021 年３月 16 日付「第三者割当による第１回新株予約権の発行に関するお知らせ」に

て公表しました、当社第１回新株予約権の保有者であるＳＧＲ投資事業有限責任組合によ

る 2022 年３月 8 日付での新株予約権の一部行使、及びＣＢ戦略投資事業合同会社から

2022 年３月 8 日付で提出された大量保有報告書に係る変更報告書が提出されたことによ

り、主要株主である筆頭株主の異動が生じることとなりました。 

 

2．異動する株主の概要 

(1)新たに主要株主である筆頭株主となる株主 

① 名 称 ＳＧＲ投資事業有限責任組合 

② 所 在 地 東京都港区赤坂一丁目１２番３２号アーク森ビル 

１３Ｆ 

③ 組 成 目 的 国内の会社等への投資を実行しインカムゲイン及び

キャピタルゲインを得ることを目的とする。 

④ 業務執行組合員（General Partner）の概要 

  名 称 合同会社ＦＩＮＯ 

  所 在 地 東京都港区赤坂一丁目１２番３２号アーク森ビル 

１３Ｆ 

  代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 一般社団法人ＦＩＮＯ 

職務執行者 江木 洋介 



  事 業 内 容 有価証券の取得、投資、保有及び運用 

  資 本 金 の 額 10 万円 

 

(2) 新たに主要株主である筆頭株主に該当しなくなる株主 

① 名 称 ＣＢ戦略１号投資事業有限責任組合 

② 所 在 地 東京都渋谷区初台一丁目 52 番１号 

③ 組 成 目 的 投資運用事業 

④ 業務執行組合員（General Partner）の概要 

  名 称 ＣＢ戦略投資事業合同会社 

  所 在 地 東京都渋谷区初台一丁目 52 番１号 

  代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 ＣＢ戦略投資事業合同会社 

業務執行者 三瀧 芳幸 

  事 業 内 容 投資運用事業 

  資 本 金 の 額 100 万円 

 

３．異動前後における当該株主の所有する議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の

数に対する割合 

(1) 新たに主要株主である筆頭株主となる株主 

ＳＧＲ投資事業有限責任組合 

 議決権の数 

（所有株式数） 
議決権所有割合 大株主順位 

異動前 

（2022 年 3 月 7 日現在） 

37,291 個 

（3,729,100 株） 
15.95% 第２位 

異動後 
45,391 個 

（4,539,100 株） 
18.77% 第 1 位 

 

(2) 新たに主要株主である筆頭株主に該当しなくなる株主 

ＣＢ戦略１号投資事業有限責任組合 

 議決権の数 

（所有株式数） 
議決権所有割合 大株主順位 

異動前 

（2022 年 2 月 24 日現在） 

38,397 個 

（3,839,700 株） 
17.65% 第 1 位 

異動後 
38,397 個 

（3,839,700 株） 
15.87% 第２位 

 



 

  (注)1．議決権を有しない株式として発行済株式総数から控除した株式数自己株式

790,000 株及び単元未満株式 64 株となります。 

2．2022 年 2 月 24 日現在の発行済株式総数 22,547,207 株、同年 3 月 7 日現在の発

行済株式総数 24,167,207 株、同年 3 月 8 日現在の発行済株式総数 24,977,207

株となります。 

3．議決権所有割合は小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。  

4．ＳＧＲ投資事業有限責任組合の「議決権の数」欄は、合同会社 FINO が 2022 年

3 月 8 日付で提出した変更報告書の記載内容をもとに同年３月 4 日及同年３月

8 日の新株予約権の行使分を加算したうえで記載しております。 

5．ＣＢ戦略１号投資事業有限責任組合の「議決権の数」欄は、ＣＢ戦略投資事業合

同会社が 2022 年 3 月 8 日付で提出した変更報告書の記載内容をもとに記載し

ております。 

6．「大株主順位」欄は、2021 年９月 30 日現在の株主名簿を基準として推定してお

ります。 

 

4．異動年月日 

2022 年 3 月 8 日 

 

5．今後の見通し 

  本件による当期の連結業績に与える影響は軽微であります。 

以上 


